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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第43期中 第44期中 第43期

会計期間
自2023年１月１日
至2023年６月30日

自2024年１月１日
至2024年６月30日

自2023年１月１日
至2023年12月31日

売上高 （千円） 1,223,423 1,198,476 2,483,133

経常利益 （千円） 86,936 100,095 165,991

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 70,097 58,884 120,414

中間包括利益又は包括利益 （千円） 76,453 105,265 127,424

純資産額 （千円） 3,217,629 3,331,270 3,268,600

総資産額 （千円） 5,769,700 6,717,004 7,047,616

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 16.45 13.82 28.26

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 55.8 49.6 46.4

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △411,098 698,463 △1,797,089

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） 145,567 △33,463 173,908

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 443,601 △410,451 1,575,767

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 835,600 864,666 610,117

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．第43期及び第43期中間連結会計期間、並びに第44期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

(１）経営成績の分析

当中間連結会計期間（2024年１月１日～2024年６月30日）における我が国経済は、コロナ禍からの回復傾向は

顕著なものの、急速な円安、資源高に伴う物価上昇や人手不足等により、中小企業を中心として厳しい経営環境

が続きました。政府日銀はマイナス金利政策を終了させ、物価高・円安への対応、構造的な賃上げ推進に取組ん

でいますが、地政学的リスクや、先行き不透明な日米の政治情勢の中、我が国経済が持続可能な成長経路をたど

れるか、今後も注視していく必要があります。こうした中、当社グループは「顧客第一主義」を経営理念に掲

げ、「不動産・債権に関するワンストップサービスの提供」をビジネスモデルとして、サービサー事業、派遣事

業、不動産ソリューション事業等を展開してまいりました。

この結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高が1,198百万円（前年同期比2.0％減）となり、営業利益

は28百万円（前年同期比27.9％減）、経常利益は100百万円（前年同期比15.1％増）、親会社株主に帰属する中間

純利益は58百万円（前年同期比16.0％減）となりました。

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

（サービサー事業）

サービサー事業においては、既存の購入済債権からの回収（販売用不動産に計上していた自己競落不動産の売

却を含む）が順調に進み、売上高は406百万円（前年同期比4.1％増）、セグメント利益は119百万円（前年同期比

11.0％減）となりました。

（派遣事業）

派遣事業においては、概ね計画に沿って推移したものの、主要派遣先において案件の期ずれが発生した影響等に

より、売上高は655百万円（前年同期比5.7％減）、セグメント利益は91百万円（前年同期比17.2％減）となりまし

た。

（不動産ソリューション事業）

不動産ソリューション事業においては、前々期に仕入れた大型の借地権負担付土地（底地）案件の営業活動の進

捗が予定より遅れているものの、徐々に進んだ結果、売上高は149百万円（前年同期比2.9％増）となり、セグメン

ト利益は71百万円（前年同期比81.2％増）となりました。

(２）財政状態の分析

当中間連結会計期間末における財政状態は、総資産6,717百万円（前連結会計年度末に比べ330百万円減）、株

主資本3,162百万円（同16百万円増）となりました。

（流動資産）

当中間連結会計期間末の流動資産の残高は6,011百万円（前連結会計年度末に比べ434百万円減）となりまし

た。これは主に、現金及び預金269百万円の増加、買取債権215百万円の増加、販売用不動産840百万円の減少によ

るものであります。

（固定資産）

当中間連結会計期間末の固定資産の残高は705百万円（前連結会計年度末に比べ103百万円増）となりました。

これは主に、投資有価証券67百万円の増加、差入保証金・敷金43百万円の増加によるものであります。

（流動負債）

当中間連結会計期間末の流動負債の残高は2,315百万円（前連結会計年度末に比べ373百万円減）となりまし

た。これは主に、短期借入金200百万円の減少、１年内返済予定の長期借入金137百万円の減少によるものであり

ます。

（固定負債）

当中間連結会計期間末の固定負債の残高は1,070百万円（前連結会計年度末に比べ19百万円減）となりました。

これは主に、長期借入金12百万円の減少によるものであります。
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（純資産）

当中間連結会計期間末の純資産の残高は3,331百万円（前連結会計年度末に比べ62百万円増）となりました。これ

は主に、配当に伴う利益剰余金42百万円の減少、その他有価証券評価差額金46百万円の増加、親会社株主に帰属す

る中間純利益58百万円の計上によるものであります。

(３）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により698百万円の資金

を獲得、投資活動により33百万円の資金を支出、財務活動により410百万円の資金を支出した結果、当中間連結会計

期間末には864百万円（前連結会計年度末に比べ254百万円増）となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、698百万円（前年同期は411百万円の支出）となりました。これは主に、買取債

権の回収による収入837百万円、買取債権の購入による支出839百万円があったこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、33百万円（前年同期は145百万円の獲得）となりました。これは主に、敷金の

差入れによる支出43百万円、定期預金預入による支出20百万円があったこと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は、410百万円（前年同期は443百万円の獲得）となりました。これは主に、短期借

入れによる収入400百万円、短期借入金の返済による支出600百万円、１年内返済予定の長期借入金返済による支出

200百万円があったこと等によるものです。

(４)　会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(５)　経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

(６)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

(７)　研究開発活動

該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,072,000

計 15,072,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,268,000 4,268,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 4,268,000 4,268,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年１月１日～

2024年６月30日
－ 4,268 － 1,084,500 － 271,125
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（５）【大株主の状況】

  2024年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

山田　晃久 横浜市港北区 1,494 35.09

株式会社ワイ・エス・シー 横浜市西区北幸１丁目11-15 870 20.42

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３丁目１-１ 210 4.93

山田　由紀子 横浜市港北区 176 4.13

株式会社青山財産ネットワークス 東京都港区赤坂８丁目４-14 84 1.99

山田　真規子 横浜市港北区 58 1.38

齋藤 純菜 横浜市港北区 58 1.38

柴山コンサルタント株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅３丁目28-12 52 1.22

株式会社サエラ 大阪府豊中市寺内２丁目４-１ 50 1.17

佐藤　和宏 さいたま市浦和区 42 0.99

計 － 3,098 72.73

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年６月30日現在

区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 8,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,258,800 42,588 －

単元未満株式 普通株式 800 － －

発行済株式総数  4,268,000 － －

総株主の議決権  － 42,588 －

 
②【自己株式等】

    2024年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

㈱山田債権回収管理総合

事務所
横浜市西区北幸1-11-15 8,400 － 8,400 0.19

計 － 8,400 － 8,400 0.19

 
 
 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、連結財務諸表規則第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、RSM清和監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 708,116 977,811

売掛金 121,870 117,914

買取債権 4,733,263 4,949,253

販売用不動産 1,526,229 685,533

仕掛品 346 346

未収入金 42,428 49,347

その他 75,275 52,224

貸倒引当金 △761,536 △820,878

流動資産合計 6,445,993 6,011,551

固定資産   

有形固定資産 120,602 114,998

無形固定資産 4,800 4,200

投資その他の資産   

投資有価証券 287,765 355,283

差入保証金・敷金 163,869 207,331

繰延税金資産 860 －

その他 23,725 23,639

投資その他の資産合計 476,220 586,254

固定資産合計 601,623 705,452

資産合計 7,047,616 6,717,004

負債の部   

流動負債   

買掛金 166 0

短期借入金 ※ 2,200,000 ※ 2,000,000

１年内返済予定の長期借入金 ※ 149,994 ※ 12,498

未払金 86,387 67,951

リース債務 33,749 33,647

未払法人税等 70,170 49,390

預り金 33,669 38,888

賞与引当金 17,400 18,000

その他 97,595 95,334

流動負債合計 2,689,132 2,315,710

固定負債   

長期借入金 ※ 50,006 ※ 37,502

リース債務 89,309 85,073

繰延税金負債 6,230 26,613

役員退職慰労引当金 633,601 620,556

退職給付に係る負債 273,798 268,544

預り保証金 25,452 20,147

資産除去債務 11,485 11,586

固定負債合計 1,089,883 1,070,023

負債合計 3,779,015 3,385,734
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,084,500 1,084,500

資本剰余金 806,840 806,840

利益剰余金 1,258,299 1,274,587

自己株式 △3,228 △3,228

株主資本合計 3,146,411 3,162,700

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 122,188 168,569

その他の包括利益累計額合計 122,188 168,569

非支配株主持分 － －

純資産合計 3,268,600 3,331,270

負債純資産合計 7,047,616 6,717,004
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

売上高 1,223,423 1,198,476

売上原価 886,224 851,287

売上総利益 337,199 347,188

販売費及び一般管理費 ※ 298,062 ※ 318,981

営業利益 39,136 28,207

営業外収益   

受取利息及び配当金 4,406 4,727

家賃収入 45,931 36,035

設備賃貸料 6,791 10,260

投資事業組合利益 721 1,574

消費税差額 － 38,126

その他 5,235 12,296

営業外収益合計 63,086 103,020

営業外費用   

支払利息 7,101 20,174

家賃原価 4,975 8,616

その他 3,210 2,342

営業外費用合計 15,286 31,132

経常利益 86,936 100,095

特別利益   

固定資産売却益 10,462 －

特別利益合計 10,462 －

特別損失   

投資有価証券売却損 6,872 －

特別損失合計 6,872 －

税金等調整前中間純利益 90,526 100,095

法人税、住民税及び事業税 23,771 39,529

法人税等調整額 △3,342 1,681

法人税等合計 20,429 41,211

中間純利益 70,097 58,884

非支配株主に帰属する中間純利益 － －

親会社株主に帰属する中間純利益 70,097 58,884

 

EDINET提出書類

株式会社山田債権回収管理総合事務所(E05275)

半期報告書

10/21



【中間連結包括利益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

中間純利益 70,097 58,884

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 6,356 46,381

その他の包括利益合計 6,356 46,381

中間包括利益 76,453 105,265

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 76,453 105,265

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 90,526 100,095

減価償却費 15,355 18,038

買取債権回収益 △215,312 △213,652

投資有価証券売却損益（△は益） 6,872 －

固定資産売却損益（△は益） △10,462 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 45,791 59,341

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △17,251 △13,044

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,786 △5,254

投資事業組合運用損益（△は益） △721 △1,574

支払利息 7,200 20,275

売上債権の増減額（△は増加） △8,682 3,956

棚卸資産の増減額（△は増加） 88,754 840,696

未収入金の増減額（△は増加） 64,997 △6,919

前払費用の増減額（△は増加） △3,895 4,163

立替金の増減額（△は増加） 1,737 13,335

仕入債務の増減額（△は減少） △797 △166

未払金の増減額（△は減少） △16,537 △21,923

預り金の増減額（△は減少） △4,772 1,409

買取債権の購入による支出 △888,884 △839,467

買取債権の回収による収入 462,136 837,130

その他 △11,251 △24,663

小計 △397,984 771,778

利息及び配当金の受取額 4,406 4,726

利息の支払額 △7,892 △18,810

法人税等の支払額 △10,695 △59,230

法人税等の還付額 1,067 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △411,098 698,463

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △20,000

定期預金の払戻による収入 － 8,622

有形固定資産の取得による支出 － △258

投資有価証券の売却による収入 28,329 －

投資事業組合出資金の返還による収入 407 －

敷金の差入による支出 － △43,461

預り保証金の返還による支出 △3,546 △6,367

預り保証金の受入による収入 1,571 1,062

投資不動産の取得による支出 △181 －

投資不動産の売却による収入 65,000 －

その他 53,986 26,939

投資活動によるキャッシュ・フロー 145,567 △33,463

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 500,000 400,000

短期借入金の返済による支出 △100,000 △600,000

長期借入れによる収入 100,000 50,000

長期借入金の返済による支出 － △200,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △13,923 △18,000

配当金の支払額 △42,475 △42,451

財務活動によるキャッシュ・フロー 443,601 △410,451

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 178,069 254,548

現金及び現金同等物の期首残高 657,530 610,117

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 835,600 ※ 864,666
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

　※　当社は、サービサー業務に関して行う債権の買取資金及び株式・出資金等に対する投資資金の効率的な調達

を行うため、取引金融機関と当座貸越契約及び実行可能期間付タームローン契約を締結しております。この

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（2024年６月30日）

当座貸越極度額及び実行可能期間付タームローン契約の総額 3,600,000千円 3,900,000千円

借入実行額 2,400,000 2,050,000

差引額 1,200,000 1,850,000

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年１月１日
　　至 2023年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年１月１日
　　至 2024年６月30日）

役員報酬 77,265千円 73,756千円

給与手当・賞与 45,600 44,349

支払手数料 47,182 42,619

貸倒引当金繰入額 45,791 59,341
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

現金及び預金勘定 926,142千円 977,811千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △85,600 △104,261

別段預金 △203 △556

分別管理預金（注） △4,738 △8,325

現金及び現金同等物 835,600 864,666

（注）分別管理預金は、サービサー事業の債権の回収受託業務において債務者から収受した弁済金であり、他の

預金とは区分して保管しているものであります。

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前中間連結会計期間（自2023年１月１日 至2023年６月30日）
１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月30日
定時株主総会

普通株式 42,595 10 2022年12月31日 2023年３月31日 利益剰余金

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間（自2024年１月１日 至2024年６月30日）
１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月28日
定時株主総会

普通株式 42,595 10 2023年12月31日 2024年３月29日 利益剰余金

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年１月１日　至2023年６月30日）

 　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

 
サービサー

事業
派遣事業

不動産ソリ

ューション

事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 390,987 683,757 145,552 1,220,297 3,126 1,223,423

セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ 11,839 － 11,839 － 11,839

計 390,987 695,597 145,552 1,232,137 3,126 1,235,263

セグメント利益又は損失

（△）
133,972 110,282 39,198 283,454 △82 283,371

 

 （単位：千円）

 
調整額

（注）２

中間連結

損益計算書

計上額

（注）３

売上高   

外部顧客への売上高 － 1,223,423

セグメント間の内部売上
高又は振替高

△11,839 －

計 △11,839 1,223,423

セグメント利益又は損失

（△）
△244,235 39,136

（注）１. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、測量事業・投資事業等を含ん

でおります。

２. セグメント利益又は損失（△）の調整額の主なものは、全社費用の244,344千円であり、当社の総務・経理

部門等の管理部門に係る費用であります。

３. セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年１月１日　至2024年６月30日）

 　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

 
サービサー

事業
派遣事業

不動産ソリ

ューション

事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 406,942 641,755 149,778 1,198,476 － 1,198,476

セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ 13,921 － 13,921 － 13,921

計 406,942 655,677 149,778 1,212,398 － 1,212,398

セグメント利益又は損失

（△）
119,285 91,363 71,012 281,662 △2,177 279,484

 

 （単位：千円）

 
調整額

（注）２

中間連結

損益計算書

計上額

（注）３

売上高   

外部顧客への売上高 － 1,198,476

セグメント間の内部売上
高又は振替高

△13,921 －

計 △13,921 1,198,476

セグメント利益又は損失

（△）
△251,277 28,207

（注）１. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、測量事業・投資事業等を含ん

でおります。

２. セグメント利益又は損失（△）の調整額の主なものは、全社費用の251,365千円であり、当社の総務・経理

部門等の管理部門に係る費用であります。

３. セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間（自2023年１月１日　至　2023年６月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

その他　(注)１ 合計
サービサー事業 派遣事業

不動産ソリュー

ション事業

債権回収受託手数料 13,673 － － － 13,673

派遣料収入 － 683,757 － － 683,757

不動産販売 137,000 － 128,600 － 265,600

仲介手数料等 － － 6,201 － 6,201

その他 260 － － 3,126 3,386

顧客との契約から

生じる収益

150,933 683,757 134,801 3,126 972,618

その他の収益(注)２ 240,054 － 10,750 － 250,804

外部顧客への売上高 390,987 683,757 145,552 3,126 1,223,423

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、測量事業・投資事業等を含んで

おります。

２．「その他の収益」は、「金融商品に関する会計基準」に基づく買取債権の回収による収入及び「リース取引

に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入であります。

 

当中間連結会計期間（自2024年１月１日　至　2024年６月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

その他　(注)１ 合計
サービサー事業 派遣事業

不動産ソリュー

ション事業

債権回収受託手数料 12,770 － － － 12,770

派遣料収入 － 641,755 － － 641,755

不動産販売 － － 89,800 － 89,800

仲介手数料等 － － 50,991 － 50,991

その他 260 － － － 260

顧客との契約から

生じる収益

13,030 641,755 140,791 － 795,577

その他の収益(注)２ 393,912 － 8,987 － 402,899

外部顧客への売上高 406,942 641,755 149,778 － 1,198,476

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、測量事業・投資事業等を含んで

おります。

２．「その他の収益」は、「金融商品に関する会計基準」に基づく買取債権の回収による収入及び「リース取引

に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

１株当たり中間純利益 16円45銭 13円82銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 70,097 58,884

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
70,097 58,884

普通株式の期中平均株式数（株） 4,259,566 4,259,566

（注）前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年８月７日

株式会社山田債権回収管理総合事務所

取締役会　御中

 

RSM 清 和 監 査 法 人

東 京 事 務 所
 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 市　川　　裕　之　㊞
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監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社山田債

権回収管理総合事務所の2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年１月１日か

ら2024年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括

利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社山田債権回収管理総合事務所及び連結子会社の2024年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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